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Ⅰ.はじめに 

近年の平均気温の上昇や大雨の増加など、気候変動とその影響が世界各地で確認されてい

る。自然災害等の環境リスクが高まってきていると言えるなか、2050 年に脱炭素化社会を

実現するというテーマが喫緊の課題となっている。 

足元ではロシアによるウクライナ侵攻や中東情勢の変化などによって、世界中でエネル

ギー価格が急騰している。我が国は依然として化石燃料への依存度が高く、エネルギー資源

を海外に依存する体制は限界を迎えつつある。 

こうした状況変化を受けて、エネルギーの安全性を前提にエネルギーに対する｢安全保

障｣、「安定供給」、「産業競争力の強化」、「環境への適合｣といった要件を同時に満た

すエネルギー政策の実行が求められている。そして、その重要性は一層高まっている。 

本稿では、日本のエネルギー政策の変遷を振り返ったうえで、第７次エネルギー基本計画

や GX(グリーン・トランスフォーメーション)政策の全体像を整理し、アジア諸国・欧米と

の比較、日本のエネルギー政策に対する展望について考察する。 

 

Ⅱ. 日本のエネルギー政策の変遷と世界の比較 

１． 日本のエネルギー政策の変遷 

原油をはじめとしたエネルギーは、すべての経済活動や市民生活を根底から支えている。

日本におけるエネルギー環境を振り返ると、その主役は時代と共に移り変わっていることが

わかる(図表１)。近年、世界的な脱炭素化の動きに合わせてエネルギーのグリーン化と、

地政学リスクの高まりに対応して安全保障の観点で見直しが行われている。 
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図表１：我が国のエネルギーの主役の移り変わり 

 

        (出所) 三菱 UFJ 信託銀行作成 

 

(１) 明治時代から高度経済成長期 

 我が国では、近代化された明治時代から国内産の石炭を中心にエネルギーの本格的な利用

が始まり、石油も自動車の普及とともに利用が広がっていった。しかし、昭和に入り第二次

世界大戦がはじまると、海外からの石油の輸入が困難となり、エネルギー供給が制約された

こともあって、1941 年 12月に太平洋戦争に突入した。 

戦後の復興を乗り越え、1955 年から高度経済成長期を迎えるなか、経済の発展とともに、

国民生活水準の上昇を追い風に自動車の保有台数は大きく増加した。中東地域で大規模な油

田が発掘されたことを契機に安価な石油を入手することが可能となり、この結果、自動車の

普及を後押しすることになった。1963 年に経済産業省の産業構造調査会に｢総合エネルギー

部会｣が設置され、｢低廉かつ安定的なエネルギーの供給｣をもとにエネルギー供給の中心を

石炭から石油に転換するといった総合エネルギー政策が打ち出された。1969 年には LNG ガ

ス(液化天然ガス)の輸入も始まり、天然ガスの利用も比較的早い段階より導入され、利用

が広がっていった。 

 

(２) 二度のオイルショックでエネルギー政策の見直し 

1970 年代に産油国で勃発した戦争をきっかけとして発生した第一次オイルショックに

よって、産油国による原油価格の引き上げや一部の国への原油輸出が禁止された。これによ

り、我が国は石油の供給不足で物資も全国的に不足するなど国民生活は大混乱となった。こ

の二度にわたるオイルショックで日本はエネルギー政策の見直しを迫られ、その結果、省エ

ネルギーの推進や石油備蓄制度などの法整備を進めた。また、石油への依存度を引き下げる

ために原子力や太陽光発電、天然ガスなどのエネルギーの多様化を推進していった。 

 

(３) 東日本大震災で原子力の安全神話崩壊とインフラの脆弱性が明らかに 

2011 年の東日本大震災では、地震や津波の発生により、被災地の石油やガスの製造・供

給施設が破損して地域のエネルギー供給が止まる事態が起こった。このことで医療機関をは

じめ警察・消防等の緊急車両の運行などに支障が生じ、被災者への支援活動に大きな影響が

及んだ。 

福島第一原力発電所の事故により全国の原子力発電所が停止され、計画停電が行われた。

2014 年に発表された第４次エネルギー基本計画では原発事故を踏まえ、できるだけ原子力

発電への依存度を可能な限り低減する方針が示された。同時に、省エネルギーの更なる徹底

 明治時代  石炭

 昭和時代  石油

 東日本大震災  再生可能エネルギー

 今後  再生可能エネルギー、原子力？
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とグリーン化を進めるため、再生可能エネルギーの導入を加速していく方針を打ち出した。 

 

(４) 地政学リスクの高まりでエネルギー安全保障がより重要に 

2025 年２月に閣議決定された第７次エネルギー基本計画では、再生可能エネルギーの主

力化と脱炭素化、安定供給の両立を目標としている。我が国を取り巻くエネルギー情勢の変

化を踏まえて、安全性を大前提に、エネルギー安定供給を第一として、経済効率性の向上と

環境への適合を図る方針を打ち出している。 

足元ではイラン情勢の変化により、原油輸入の中東依存度の高さが経済や国民生活に様々

な影響を及ぼしている。改めてエネルギーの安定調達を図るために調達先の多角化をはじめ

原油に依存しない製品の開発などエネルギー安全保障に向けた様々な取り組みの必要性が再

認識された。 

 

２． アジア地域・欧州・米国におけるエネルギー政策 

 産業革命以降、経済発展と人口増加により、世界のエネルギー消費量は急増し、今後もア

ジア新興国を中心に増加が見込まれる。先進諸国では AI の活用などによる DX の進展に伴

うデータセンターの急増が予想され、電力需要の拡大が避けられない。 

 こうしたなか、各国はエネルギー源の有無や調達先の多角化、政策の方針などによりエネ

ルギーの電源構成には違いがみられる(図表２)。一方で、社会経済活動を維持するために

エネルギー資源の安定確保は共通の課題となっている。 

 

図表２：主要 10 か国・地域における非化石電源比率(2022 年) 

 

(出所) 資源エネルギー庁“エネルギー白書 2025”より三菱 UFJ 信託銀行作成 
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Ⅲ. エネルギー基本計画とＧＸ政策の全体像 

１． 第７次エネルギー基本計画の概要 

（１） Ｓ＋３Ｅ原則について 

第７次エネルギー基本計画(以下、第７次エネ計)は、安全性(Safety)を大前提とし、エネ

ルギー安定供給(Energy Security)・経済効率の向上(Economic Efficiency)・環境への適合

(Environment)という｢S+3E｣の原則に基づいている。 

2011 年に発生した大地震を起因とした東京電力福島第一原子力発電所での事故をきっか

けに、原子力発電に対する安全性の懸念は、まさにエネルギー安全性の確保(Safety)を考え

るきっかけとなった。我が国は地理的制限を背景に、エネルギー自給率が G７加盟国の中で

も最低水準にあるなど、エネルギー安定供給(Energy Security)に関する課題を抱えている。

国際的に遜色ない価格でエネルギーを供給することは、経済効率性(Economic Efficiency)

を考える上でポイントとなる。この２つの原則に加えて、温室効果ガス排出量の８割以上が

CO2 由来である我が国では、 2050 年のネット・ゼロ実現に向けた環境への適合

(Environment)が求められている。 

 

（２） 2040 年に向けた具体的な施策 

第７次エネ計には、各種発電方式に関する計画やエネルギー電源供給の方法などが記載さ

れている(図表３)。需要側(産業部門や運輸部門など)に対しては、徹底した省エネルギー

化や電化・非化石転換への取り組みなどを通じて、脱炭素化を推進することが要求されてい

る。需要側と同様に重要なのは、供給側の脱炭素化であり、以下は第７次エネ計における各

エネルギー電源に関する具体的な計画である。 

 

図表３：エネルギー基本計画における各エネルギー電源の概要 

(出所)経済産業省“第７次エネルギー基本計画 2025”をもとに三菱 UFJ 信託銀行作成 

種類

火力

原子力

＜太陽光発電＞
 ・屋根設置型のポテンシャルを利用した活用促進
 ・再エネ促進区域を設定して、地上設置型を促進
 ・次世代型太陽電池の早期社会実装化

＜風力発電＞
 ・環境整備や事業組成の支援を通じた洋上風力
 　発電(浮体式含む)を拡大

＜地熱発電＞
 ・プロジェクトの立ち上げ等を通じて、開発コスト
　 やリスクを低減
・ 次世代型地熱技術の研究開発や実証、
　 事業化を支援

＜水力発電＞
 ・既存ダムや発電施設の新増設等を推進

＜バイオマス発電＞
 ・育林手法等の実証等により、国産木質バイオ
 　マスを利用

計画概要

 ・ＬＮＧ専焼火力の申請やリプレース(水素/ＣＣＵＳ等の活用も含む)
 ・石炭火力発電の段階的なフェードアウトを促進
 ・次世代の高効率火力発電技術を開発　　　　　　　　　　　※LNG専焼火力：液化天然ガス（LNG）のみを燃料とする発電

 ・万全な対策を行った上で、既存炉の再稼働を検討
 ・次世代革新炉の開発や設置を加速
 ・研究基盤や人材育成体制の構築

再エネ
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２． 2040 年に向けた電源構成の方向性 

(１) 電源構成の全体像 

世界情勢の影響を受けたエネルギー価格の高騰や脱炭素化に伴うエネルギー源の見直し議

論が起こる中、2040 年度における日本の電源構成の方向性は現状と大きく変化する姿と

なっている。(図表４) 

2013 年時点の電源構成としては、化石燃料が全体の 88%を占め、残りは 11%が再生可能エ

ネルギー、原子力発電に至っては１%未満にとどまっている。一方、2040 年度には、再生可

能エネルギーの割合が 40～50%程度、原子力発電が 20%程度と上昇し、化石燃料を 30～40%

程度に抑える計画になっている。 

 

図表４：各エネルギー電源における電力需要とエネルギー構成 

 

(出所)経済産業省“2040 年におけるエネルギー需給の見通し 2025 年”をもとに三菱 UFJ 信託銀行作成 

 

この計画では、いくつかのシナリオを前提として策定されている。例えば、再生可能エネ

ルギーのコスト低減による再エネ技術の導入拡大、水素・アンモニア・合成燃料の活用促進、

CCS(二酸化炭素回収・貯留技術)などの革新技術の進展といった手法による脱炭素化が進ん

でいくシナリオがある。また革新技術の開発進捗が限定的な場合には、既存技術の導入拡大

を中心とするシナリオも提示している。こうした複数のシナリオを加味して作成したものが、

2040 年度の電源構成割合となっている。 

 

(２) 2040 年に向けた電源構成に関する実証実験の取り組み 

上記の前提を踏まえた 2040 年に向けたアプローチを以下に記載する。 

 

① 火力発電 

既存運転・保守の効率化の具体例としては、NEDO(国立研究開発法人新エネル

ギー・産業技術総合開発機構)と丸紅株式会社が主導するプロジェクトが挙げられ

２０１３年度(実績） ２０２２年度(実績） ２０４０年度(見通し）

0.99兆ｋWｈ 0.90兆ｋWｈ 0.9～1.1兆ｋWｈ程度

0.36兆ｋWｈ 0.32兆ｋWｈ 0.38～0.41兆ｋWｈ程度

0.32兆ｋWｈ 0.31兆ｋWｈ 0.29～0.30兆ｋWｈ程度

0.29兆ｋWｈ 0.26兆ｋWｈ 0.23～0.26兆ｋWｈ程度

0.02兆ｋWｈ 0.02兆ｋWｈ 0.04～0.10兆ｋWｈ程度

1.08兆ｋWｈ 1.00兆ｋWｈ 1.1～1.2兆ｋWｈ程度

10.9％ 21.8％ 4～5割程度

太陽光 1.2％ 9.2％ 23～29％程度

風力 0.5％ 0.9％ 4～8％程度

水力 7.3％ 7.7％ 8～10％程度

地熱 0.2％ 0.3％ 1～2％程度

バイオマス 1.6％ 3.7％ 5～6％程度

0.9％ 5.6％ 2割程度

88.3％ 72.6％ 3～4割程度

運輸　　　

発電電力量　　

再エネ　　

原子力　　

火力　　　

電力需要　　

産業　　　

業務　　　

家庭　　　



 

三菱 UFJ信託資産運用情報 

6/13 

２０２６年７月号 

 

る。ひとつは火力発電所において AI・ビックデータ解析を活用し、熱効率の最適化

や、機器異常の検知システム導入の実証運転を試みている。もう１つは、2021 年３

月に NEDO に２兆円規模で造成されたグリーンイノベーション基金(GI 基金)主導

で開発に取り組んでいる水素・アンモニア製造の新技術を活用した事例がある。 

こうした新たな技術は開発から社会実装までに掛かる期間や燃料サプライチェー

ン等の構築が課題として挙げられる。一方で、こうした課題を解決出来れば、安定

供給に必要な発電容量の確保と発電の効率化という観点で非常に有効である。 

 

② 原子力発電 

GX 脱炭素電源法に基づき、既存炉の継続活用というアプローチが考えられてい

るが、次世代革新炉の技術開発も進んでいる。例えば、三菱重工業株式会社では、

自然災害等への安全対策を施した革新技術の導入や革新軽水炉や高温ガス炉、高速

炉、マイクロ炉などの開発が進んでいる。 

 

③ 再生可能エネルギー 

現段階においても、太陽光・風力・水力・地熱・バイオマスといったあらゆる発

電方式がある。近年では、このような発電方式を次世代型へ進化させる動きがみら

れる。例えば、ペロブスカイト太陽電池・浮体式洋上風力発電・次世代型地熱発電

などは、これらの一例である。 

 

３． ＧＸ施策の全体像 

2023 年７月に日本政府で閣議決定された GX 推進戦略1の主な内容は以下の通り。 

 

（１） エネルギー安定供給の確保を大前提とした GX に向けた脱炭素の取り組み 

徹底した省エネの推進・再エネの主力電源化・原子力の活用に加え、計画的な脱

炭素電源を後押しする為の計画が盛り込まれている。 

 

（２） ｢成長志向型カーボンプライシング構想｣等の実現・実行 

GX経済移行債と呼ばれる｢クライメート・トランジション利付国債｣を活用した先

行投資や、排出量取引制度(カーボンプライシング制度)といった GX 投資インセン

ティブの強化といった制度面からの脱炭素化支援を掲げている。 

 

GX 経済移行債は、通常の国債(建設国債、特例国債、復興債等)と同様に同一の金融商品

としての債券発行と、個別銘柄(クライメート・トランジション利付国債、以下、CT 国債)

としての債券発行の２種類に分かれている。CT 国債は、資金調達・使途やレポーティング

方法等を示したフレームワークを策定して、評価機関から認証を取得している。令和８年度

 
1 正式名称は、｢脱炭素経済成長型経済構造移行推進戦略｣ 
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７月までの累積発行額は、10 年 CT 国債が 1.75 兆円、５年 CT 国債は 1.2 兆円に上り、合

わせて３兆円程度が発行済みである。(図表５) 

 

図表５：ＣＴ国債の累積発行額 

 

(出所)財務省“入札カレンダー”公表データをもとに三菱 UFJ 信託銀行作成 

 

CT 国債発行収入金は、GI 基金や GI 基金以外の研究開発支援、補助金へ充当されてい

る。ちなみに｢製鉄プロセスにおける水素活用｣プロジェクトや、蓄電池の製造サプライ

チェーン強靭化支援事業など、脱炭素技術の開発に関わる資金を援助している。 

CT 国債が発行されるなか 2026 年からは排出量取引制度が本格的にスタートしてお

り、将来的な償還財源となることが GX 推進法2に規定されている。この制度は、制度対

象者が毎年度 CO2 の排出量実績などを算定し、政府が無償で割り当てる排出枠内で排出

量を抑えるよう要請されている。(図表６) 

 

図表６：排出権取引制度のイメージ 

 

(出所)経済産業省 排出量取引制度リーフレットより 

 

排出枠の不足時には、排出枠市場等での排出量の調達が可能である。今後は｢化石燃料

に係る CO2 排出量に対する課税制度｣(2028 年度～)や、｢有償割り当て排出量を保有する

 
2 GX 推進法、第三章脱炭素成長型経済構造移行債 第八条を参照 

 銘柄
10年クライメート・トランジション

利付国債
(全4回)

5年クライメート・トランジション
利付国債
(全5回)

 発行日

【第1回】 2024年  2月
【第2回】 2024年  5月
【第3回】 2025年10月
【第4回】 2026年  3月

【第1回】 2024年 2月
【第2回】 2024年 7月
【第3回】 2025年 7月
【第4回】 2026年 1月
【第5回】 2026年 5月

 累計発行予定額 1.75兆円程度 1.2兆円程度
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特定事業者に対して課税負担を求める制度｣(2033 年度～)が開始され、GX 移行債の償還

に向けた動きが加速する見込みだ。 

 

Ⅳ.日本のエネルギー政策の展望 

 前述した通り、日本では、オイルショックを契機に石油の備蓄制度を確立したことなどに

より、イラン情勢による原油の調達不足でも需要制限を行わないで済んでいる。ただ原油精

製の過程で作られるナフサ(粗製ガソリン)の不足により、熱分解して生成される基礎化学

品(エチレンやプロピレン、ブタジエンなど)にも影響が及んでいる。そのため、食品包装

材(ビニール等)や自動車・家電製品などの供給が目詰まりするなどサプライチェーン上で

のリスクが露呈した。安全保障をより意識したエネルギー調達先の多角化をさらに進めてい

く必要性について、示唆を与えたと言えよう。 

 

１． 電源構成のグリーン化における課題 

我が国は 2020年 10 月に｢2050年カーボンニュートラル宣言｣を表明し、2021 年の｢地球温

暖化対策推進法改正｣によりカーボンニュートラル目標が法制化された。2022 年には｢GX 実

行会議｣が設けられ、気候変動対策と経済成長戦略を一体化させた GX 方針が定められた。

足元では｢GX2040 ビジョン｣の策定を経て民間による GX 関連投資が実行段階に移りつつあ

る。一方、多くの原子力発電所の再稼働時期が見通しにくいなか、デジタル化の進展などに

伴うエネルギー需要拡大への対応と、脱炭素化を同時に推し進めていく局面にある。第７次

エネ計でも、太陽光などの再生可能エネルギーや水素・アンモニアなどの活用を挙げている

が、電源構成のグリーン化には以下(図表７)に掲げるような課題がある。 

 

図表７：電源構成のグリーン化における課題 

 

(出所) 資源エネルギー庁“我が国の省エネルギー・新エネルギー政策の動向(2025 年 3 月)”などをもとに三菱 UFJ 信託銀行

作成 

 高い技術力、技術自給率  フィルム型ペロブスカイト太陽光電池、次世代型地熱発電、光電融合*1など

 原燃料の安定調達  水素、アンモニア、ウランなど

 系統、調整力  連携線整備*2、揚水*3、蓄電池などの調整力の活用など

 地域共生  安全面で懸念増大、事業規律化の強化

 経済性、国民負担  水素などの値差支援*4、ＦＩＰ制度*5や入札制度の更なる活用

 資金調達  官民の役割やリスク分担、民間資金の活用

 産業・リサイクル  使用済太陽光パネルへの対応など

  *1：光信号を扱う回路と電気信号を扱う回路を融合する技術で、信号を光に置き換えることにより省エネ化や
      高速化を実現できる。
  *2：異なるエリア間を結ぶ電力ネットワークの地域間連携線の整備が進むと再エネの大量導入と電力の安定
      供給に対応できる。
  *3：水をくみ上げ、その水を落下させることで電気を作る。
  *4：低炭素水素等の製造・供給コストと既存燃料価格との差額を補填する制度。
  *5：フィードインプレミアム（Feed-in Premium）の略称。
      FIT制度のように固定価格で買い取るのではなく、再エネ発電事業者が卸市場などで売電したとき、
　    その売電価格に一定のプレミアム（補助額）を上乗せする制度。
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このように電源構成のグリーン化はまだ道半ばであり、特に新しい技術の実装化にはコス

トの壁が立ちはだかる。エネルギーの脱炭素化と安全保障は｢タダ｣ではない。相応の負担

が求められることについて、国民が受け入れられるよう政府による丁寧な説明が引き続き求

められる。 

また政府は今夏の日本成長戦略の策定に向け、官民ロードマップを取りまとめている。具

体的には、各戦略分野において、経済安全保障上のリスク低減の必要性、海外市場獲得の可

能性、関係技術の革新性といった観点を踏まえ、官民投資を優先的に支援すべき主要な製

品・技術を戦略的に選定する方針だ。 

ちなみに、この様な状況を踏まえ筆者が所属する三菱ＵＦＪ信託銀行では、政府による選

定の考え方や方向性を確認するとともに、官民投資の具体像と定量的なインパクトについて

も評価していく方針でいる。例えば、北海道大学と共同研究を通じて、脱炭素化技術に関す

る学術的知見を共有し、個別技術の実現可能性や技術的制約、今後の発展余地などについて

理解を深める取り組みを行っている。 

 

２． 日本の役割とアジア地域への貢献 

  今年に入り、イラン情勢の変化によって、ASEAN 諸国などでは供給抑制や需要制限など

で経済、市民生活は大混乱となった。ASEAN では多くの国が石炭・天然ガスを核とした火

力発電に依存しており、産業構造のなかで製造業の構成比が高いなどといった我が国と似た

特性を持つため、エネルギーに関する課題も重なる。 

 日本と ASEAN の関係は 50 年以上に及んでおり、サプライチェーンの役割と重要性はか

つてないほど増している。我が国は｢アジア各国が脱炭素化を進めるという理念を共有し、

エネルギートランジションを進めるために協力する｣ことを目的として、2022 年に｢アジ

ア・ゼロエミッション共同体(AZEC)構想｣を提唱した。協力の内容は再生可能エネルギー

や水素・アンモニア、バイオマス、CCS などの脱炭素技術の開発・実証や、トランジショ

ンファイナンスの普及など多岐にわたる(図表８)。技術を ASEANに移転して脱炭素化が進

めば、我が国の企業等の GHG 排出量の削減にもつながる。環境・エネルギー問題の解決に

役立つ技術をテコに我が国の影響力を確保し関係構築が図られれば、両者の経済成長にも貢

献できよう。 
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図表８：脱炭素化に向けた日本と ASEAN の共通課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (出所) 三菱 UFJ 信託銀行作成 

 

Ⅴ.終わりに 

本稿では、日本のエネルギー政策の変遷を振り返り、第７次エネルギー基本計画や GX 政

策の全体像を整理した上で、アジア諸国・欧米との比較を通じて今後の展望を考察した。 

2050 年の脱炭素社会の実現という目標に向けて新たな転換点を迎えるなか、日本政府が

進める GX 推進戦略は、単なる環境対策ではなく、資源エネルギーの安全保障と経済成長を

両立させる成長戦略として位置づけられている。 

前段でも述べた通り、弊社では、アカデミア、政策関係者等との連携による脱炭素技術へ

の理解の深掘りに加え、今後の資金供給判断や政策議論を行う上で一助となる有用な情報提

供を行っていく考えである。 

日本のエネルギー政策が、他国の取り組みを単に追随するのではなく、独自技術の活用に

より、将来的なエネルギーショックや環境リスクに耐え得るレジリエンスを高めていくこと

が期待される。そのうえで、｢安定供給｣、「安全保障」、「産業競争力の強化」、「環境

適合｣といった要件を同時に満たすことで、持続可能な社会の実現と日本経済の成長促進に

つながることを期待したい。 

(2026年６月 12日  記) 

 

 

 

 

※本稿中で述べた意見、考察等は、筆者の個人的な見解であり、筆者が所属する組織の公式見解ではない 
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 太陽光発電によるグリーン工場実現

 製造業へのグリーン電源供給
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